
企業版ふるさと納税
のご案内

�梨� 都留�

�業�ふるさと��とは

問い�わせ先

都留��� ��� ���
政策��担当

電��0554-43-1111
FAX�0554-43-5005

mail:seisaku@city.tsuru.lg.jp

�業�ふるさと��（正式�「地��⽣�援�

制」）とは、国が��した地域再⽣��に��

付けられる地��共団体の地��⽣の�り�み

に�して�業が�附を⾏った場�に、����

�から�⼤�９�����する仕�みです。 
2016年度に����、�附金�・�附�業�、
共に年々��しており、2022年には�国8,390
件、341�円まで�⼤しています。
都留�でも2022年には1,780万円、2023年には
2,250万円（10⽉現在）のご�附をいただいて
います。 

社会貢献
地域貢献
企業として
のPR効果

地方公共団体との

パートナー
シップ
の構築

地域資源などを
活かした

新規事業展開

�����から�⼤�９�����されます�



従来型の�め�み型�

�とは異なり、主体的

に�び⾃ら�える⼒を

�い、�どもたちの�

奇�をかき立て、�び

を��させる��なら

ではの��型を�とし

た�たな��ある��

プログラムの�立と、

「��型��」の場の

��を⽬的として2022
年度から�たに�まっ

た事業です。

��が�題�決のための

アイデアを�しあい、デ

ジタル��までの��を

�ぶ「都留シビックテッ

クスクール」を2023年
度に開�しました。シビ

ックテックスクールで

は、��的にITやデジタ
ル技�を�ぶというよ

り、「どんな�題がどの

ようにデジタルで�決さ

れるか」を�ぶことによ

りデジタル�材を�成し

ます。

�業�ふるさと��の9���とは

損金算�

�３�
����
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�業負担

�１�

�常の�附

�業�ふるさと��

�附�

例�1,000万円�附すると、�⼤�900万円の�����が軽減
① ����� �附�の4�を����（����������の20％が上�）

����の⼿�や算�に�しては、�理⼠や��する��署へご��ください。

・この制度を活⽤して都留�に�附ができるのは、都留��に��がある�業です。

・１回あたり１０万円�上の�附が��です。

・�附を⾏うことの代償として��的な利�を受けることは禁⽌されています。

③ ��事業� �付�の２�を����（��事業��の２０％が上�）
② � � � ����で4�に�しない場�その��を���� ※�附�の1�が�度（����の５％が上�）

�業�ふるさと��とは、���等から�⼤で�9�を��軽減する仕�みです。��軽減は、6�の「�
���」と3�の「損金算�」になります。

留�事項

都留�での�業�ふるさと��の活⽤事例
まなびの未来づくり事業 都留シビックテックスクール

都留�の地��⽣の�り�み（�附��事業例）

����の��と��者��の��
��者の�場�づくりを��するとともに、��者の

ライフスタイルに��した⽣活�援サービス等を��

させます。

⾃ら⾏う��・��のコミュニティづくり

��・��なまちの�現に向け、��、地域団体、

事業�、⾏政が協働して、国�

��を�得したセーフコミュニ

ティ活動を更に��し、地域の

�もがいつまでも��で�せに

暮らせるまちを�現します。

�業��による�⽤の��

地域��の��促�と持��のため、地域の�情に�

わせた�件�和策を��しながら、�業立地�援と�

業��を�現していきます。

上�は⼀例で、その他の�り�みも受け付けています。都留�と⼀�に⾯⽩い�り�みをしたいというアイデアがございましたら、�⾯の問い

�わせ先までお気軽にお問い�わせください。

�びたい「ひと」の�成

�内の⼤�などと��し、それぞれの知的��と�的

��を活⽤した、⼤�と共�の��プログラム等を�

�し、⽣�を�じて�びたい「ひと」を�みます。

�ども・保�者に�する��の�保・��

�性���理を��させるとともに、�どもや保�者への、��て

�援情�の提供や各種体�・相�事業等、ワンストップで��し、

�前、��から��てまで、切れ⽬のない�援体制を構築します。


